



―1992 年の国籍法改正と 2000 年以降の 
出生地主義適用要件緩和を中心に―
Policies for Granting Nationality to Descendants of Illegal Immigrants  
and Stateless Persons in Thailand: 
A Discussion of the 1992 Nationality Act and Relaxation Policies of  
















Since the conditions concerning the jus soli system and others were relaxed after 2000, the number of illegal immi-
grants and stateless persons, not including migrant laborers, in Thailand has decreased. The purpose of this study is to 
determine the factors that enabled the relaxation of the policies related to the jus soli system and others. The results of the 
policy analysis revealed the following important factors:
(1) Before 2004, the Thai government implemented a policy to improve the legal status mainly of persons influenced 
by the Revolutionary Party Announcement No.337. After 2005, the government expanded the policy for more kinds of 
illegal immigrants and stateless persons, with the understanding that granting stable legal status to them would be “bet-
ter” for national security in this age of global migration. Thereafter, the number of their descendants who were granted 
Nationality also increased.
(2) The descendants of illegal immigrants and stateless persons mentioned above were granted Thai nationality, with 





















































部の要因にも繋がる，2002 ～ 2006 年国家安全保障会議 115 か年計画以降の山地民政策の不在化
と 2005 年 1 月に閣議決定された同会議提出文書について論じられている（片岡 2013: 246-249）。
また，特にタイの無国籍者問題に関して，同じく 2005 年 1 月の閣議決定による問題解決のため
の政策について論じられている（Phunthip 2006: 50-51）12。このように，先行研究の両著者は共に，
2005 年 1 月の閣議決定 13 による政策について論じているが，2004 年 9 月 17 日付内務省告示に
よる政策については論じていない。本研究は，特に出生地主義による国籍付与を中心に，旧法（革























旧法を整理して新たに発布された現在の 1965 年国籍法においても継続されたが，1972 年 12 月













かれた。しかし，1980 年代半ば以降はその警戒も緩み，1985 ～ 1988 年の間に大規模な人口調査
が行われ，その後 1992 年 9 月に，上記①に記載される“一般向け”の 1992 年改正国籍法発布に
合わせて“山地民向け”の「山地タイ人の住民登録票における国籍記載に関する中央登録事務所
規定」21 が定められた。同規定は 1996 年に「山地タイ人の国民登録票における国籍記載検討に
関する中央登録事務所規定（第 2 号）」として改正され，以降，上記①の“一般向け”の国籍法
と関連付けられるものとなった。（綾部 2007: 135-147）。また，1995 年 10 月 3 日付閣議決定によっ
て，特定の「山地民 9 民族」22 のうち，1985 年 10 月 3 日以前の入国が確認される者は永住外国
人となり，そのタイ生まれ子孫はタイ国籍を取得する事になった（Samnaklekhathikan Khanarat-
thamontri Khomun Mati Khanaratamontri Long nai Wan Thi 3 Tulakhom Phutthasakkarat 2538）。
 （3） 研究手法とその他の事項
本研究の手法は，先行研究の文献研究と関連資料の分析である。関連資料として，1992 年，
2008 年，2012 年に改正された国籍法の各条文，2000 年「高地民の住民登録における法的地位の















以下，2. 本論では，（1） 1992 年改正国籍法の目的と意味，同法による国籍付与の対象について
論じる。そして，（2） 2000 年以降の一連の「政策」に関して，1）2000 年「高地民の住民登録に
おける法的地位の記載に関する中央登録事務所規定」，2）2000 年 8 月 29 日付閣議決定，3）
2004 年 9 月 17 日付内務省告示，4） 2005 年 1 月 18 日付閣議決定，5）2008 年改正国籍法，6）
2012 年改正国籍法，7）2012 年 9 月 26 日付内務省告示の各「政策」対象について論じ，（3）考
察において，1） 一連の「政策」を可能ならしめた要因，2） 一連の「政策」の効果，3）国籍取
消可能性の規定について論じる。3. 結論では，本研究の目的に対しての結論を纏める。
2. 本論：1992 年改正国籍法と 2000 年以降の一連の「政策」について
（1） 1992 年改正国籍法について




る外交・経済政策を開始し，その 4 年後の 1992 年に国籍法は改正された。
　1） 1992 年の国籍法改正の目的と意味




1965 年国籍法の第 7 条に，新たな条項である第 7 条 2 が加えられた。
同第 7 条 2 では，その第 1 段落において，父母が共に非永住外国人である場合には，その子供
はタイ国籍を取得しないとされた。しかし，その第 2 段落において，父母がその第 1 段落の条件
表 1： ID 番号の１桁目の数字の意味
6 入国管理法上の非合法入国者 ( 無国籍者，一時的滞在を許可された者を含む )
7 ID 番号の 1 桁目の数字が「6」である者のタイ生まれの子供




注）  「1」～「5」，「9」で始まる ID 番号については割愛。　




定された。また，同第 7 条 2 は同法発効以前の出生者にも適用されるものであった。但し，同法
第 18 条では，“国家安全保障や国益保全相当の事情があると判断された場合には，内務大臣は第
7 条 2 に基づいて国籍付与された者の国籍を取消す事ができる”と規定された（Ratchakitchan-
ubeksa Lem 109 Ton Thi 13 Long nai Wan Thi 25 Kumphaphan Phutthasakkarat 2535）。
　2） 1992 年改正国籍法第 7 条 2 が対象とした人々
1992 年改正国籍法の第 7 条 2 第 1 段落に列挙された父母に関する条件は，革命団布告 337 号
において国籍取消または国籍取得不可能とされた人々についてのものと同じであった。しかし，
同法第 7 条 2 の第 2 段落は，同布告 337 号の影響を受けた者のみならず，閣議決定など適用要件
である内閣規定がなされた人々を対象に，国籍付与の効果が発揮されるものである。但し，実際
の 1992 年改正国籍法発布当初の状況からは，同法第 7 条 2 は，まずは同布告 337 号の影響を受
けた人々を対象としていた事が理解される。
具体的には，同法発布約 2 週間後の 1992 年 3 月 17 日に，表 2：〈タイ国籍未取得で一時的滞
在許可を受けている人・集団のカテゴリーと人数一覧〉の No.1 であるベトナム人難民子孫と
No.2 であるタイ・ルー（Tai Lue）民族子孫への適用が閣議決定された。他にも，タイ国籍を取
得させる事が 1984 年に閣議決定されていながらその後の進捗がなかった，同じく上記表 2 の
No.3 である中国国民党軍軍人子孫，その親族である No.4 のチン・ホー（Chin Ho Oppayop）難
民子孫，同じく 1988 年に閣議決定済であった No.5 の旧マラヤ共産党員子孫も国籍付与の対象と
なった（Kritaya and Pornsuk 1997: 27-28）。
 （2） 2000 年以降の一連の「政策」について
先述のとおり，特に「山地民 9 民族」については，1995 年 10 月 3 日付閣議決定以降タイ国籍





2000 年 4 月 21 日付で，「高地民の住民登録における法的地位の記載に関する中央登録事務所
規定」24（中央登録事務所規定）が定められた（Ratchakitchanubeksa Lem 117 Ton Phiset 86g 
Long nai Wan Thi 28 Singhakhom Phutthasakkarat 2543）。同規定は山地民登録のある者を対象
にした。但し，未登録に起因する無国籍者を救済するための新たな措置ではなかった（綾部
2007: 141-142）25。
2） 2000 年 8 月 29 日付閣議決定が対象とした人々




む山地民などを対象に，下記の効果を有した（Samnaklekhathikan Khanaratthamontri Khomun 
Mati Khanaratamontri Long nai Wan Thi 29 Singhakhom Phutthasakkarat 2543, 玉田 2006:200-
202）；
① 表 2：〈タイ国籍未取得で一時的滞在許可を受けている人・集団のカテゴリーと人数一覧〉 
のNo.8であるミャンマー国籍離郷者，No.9のネパール人難民，No.10の独立系チン・ホ （ーChin 
Ho Isara）の 3 つの民族グループの者で，1985 年 10 月 3 日以前にタイへ入国した山地民登
録済の者に永住外国人の資格を与える。
② 上記①該当者のタイ生まれ子孫で，1972 年 12 月 13 日から 1992 年 2 月 26 日までの間に出
生した者に 1992 年改正国籍法第 7 条 2 に基づいてタイ国籍を付与する。
上記①は，先述のとおり，「山地民 9 民族」について 1995 年 10 月 3 日付で閣議決定されてい
た事項の適用対象範囲が拡大されたものである（Samnaklekhathikan Khanaratthamontri Kho-
mun Mati Khanaratamontri Long nai Wan Thi 29 Singhakhom Phutthasakkarat 2543）。特にミャ
ンマー国籍離郷者については，この 2000 年 8 月 29 日付閣議決定より前には，1976 年 3 月 9 日




　3） 2004 年 9 月 17 日付内務省告示が対象とした人々
革命団布告 337 号によって国籍を取り消された人々，及び同布告 337 号の影響で国籍取得不可
能とされてきた非合法入国者子孫達のうちの 1992 年 2 月 26 日以前の出生者を対象に，1992 年
改正国籍法第 7 条 2 に基づく国籍付与がなされる事が，2004 年 8 月 3 日に内閣決議 27 された。
民族グループを指定せず，1992 年改正国籍法発効以前という出生日を適用基準とした同決議の
内容は，2004 年 9 月 17 日付で内務省より告示された。また，1992 年改正国籍法発効以降の出生
者については個別の検討によるとされた（Ratchakitchanubeksa Lem 121 Ton Phiset 115g　
Long nai Wan Thi 13 Tulakhom Phutthasakkarat 2547）。
　4） 2005 年 1 月 18 日付閣議決定が対象とした人々














































1954 ～ 1961 年に入国した中国人
7,814 390 









「山地民 9 民族」 （71）
（Chumchon bon 
Pheunthisung: Chaw 

















1962 ～ 1978 年に入国した中国人 16,581 1,662 




サラブリ県の難民キャンプに住む人々 － 906 
13





＊Ａ1985 年 10 月3日以前の入国者　　　　　　　　　　　　　　　　　 民族
グループ
No.6,No.7





Pheunthisung）  　　   　　 
＊Ａ1985 年 10 月3日以降の入国者 24,885 
14
ミャンマー人難民（55）
1988 年頃に入国したミャンマー人学生 2,500 






1976 年 3 月9日以降入国の労働目的の






























ラオス 人（ 山 間 部 ）　　　　　　　
移民（00）



































（1996 年 /2014 年）　合計
971,941 464,687
タイ全体の人口 59,562,136 66,770,384 





＊Ｂ ミャンマー出身の少数民族の難民                                                                                   
（ID 番号が「000」で始まる者：キャンプ在住で，第三国定住又は本国帰還待ち）
101,312
注） 1996 年の人数は，「6」で始まるID 番号の者，「7」で始まるID 番号の者，ID 番号のない者の合計。　
 「6」で始まるID 番号の者には 2 世世代の者も含まれる。      
 2014 年の「7」，「0」で始まるID 番号の者の人数は民族グループ No.1 ～ No.18までの者の合計。  
 ＊Ａ タイへの入国日認定とそれに基づく分類は 1997 年以降に行われた。    
 ＊Ｂ 「0」，「00」，「000」で始まるID 番号による分類は 2005 年より開始。    
 ＊Ｃ 2013 年の数値に 2014 年の漁民に関する数値が加えられた数値。     
出所） 1996 年のデ ターは内務省地方行政局のデ ター。  出所は（Kritaya and Pornsuk 1997: 30-32）。  
 2014 年のデ ターはタイ内務省地方行政局より筆者が入手した 2014 年 8 月29日付のもの。   
 タイ全体の人口は World Popultaion Review の HPより引用。表全体は筆者が作成。   
日本女子大学　人間社会研究科紀要　第 22 号
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klekhathikan Khanaratthamontri Khomun Mati Khanaratamontri Long nai Wan Thi 18 Mok-








そして，上記①の該当者のうち，指定の調査登録 29 を済ませた者で，1995 年 1 月 18 日以前に
タイへ入国した外国生まれの者には永住外国人の資格が与えられ，そのタイ生まれ子孫には
1992 年改正国籍法第 7 条 2 に基づく国籍付与がなされる事になった。また，上記②～④の該当
者についても同様に永住外国人資格またはタイ国籍が付与され，上記⑤の該当者には一時的滞在
許可が与えられる事になった（GotoKnow.org 45946）30。
そして，この 2005 年 1 月 18 日付閣議決定は，先の 2000 年 8 月 29 日付閣議決定による，1985
年 10 月 3 日以前の入国者に永住外国人資格を与えるとする適用基準を，1995 年 1 月 18 日以前
の入国者に永住外国人資格を与えるとするものへと改変した。その結果，そのタイ生まれ子孫へ
の，出生地主義に基づくタイ国籍付与の適用基準も緩和された（Samnakngan Sapha Khwam-
mankhong heng Chat　2010: 24）。
　5） 2008 年改正国籍法が対象とした人々
2008 年に 1965 年国籍法の改正第 4 号（2008 年改正国籍法）が発布された。同法の第 23 条 31 は，
革命団布告 337 号によって国籍取消や国籍取得不可能とされた後，1992 年改正国籍法第 7 条 2
による国籍付与が未だなされぬままにある人々を対象に，住民登録票への国籍記載によってそれ
らの人々をタイ国籍者にする効果を有した（Ratchakitchanubeksa Lem 125 Ton Thi 39k　Long 













　7） 2012 年 9 月 26 日付内務省告示が対象とした人々
2012 年 9 月 26 日付内務省告示は，2007 年 2 月 20 日，2009 年 11 月 3 日，2010 年 12 月 7 日の計




正国籍法第 7 条 2 に基づいて国籍が付与された。また，表 2：＜タイ国籍未取得で一時的滞在許
可を受けている人・集団のカテゴリーと人数一覧＞に記載される，No.6 34 を除く No.1 ～ No.18
の中の 17 の民族グループの者で，1995 年 1 月 18 日以前入国の外国生まれの者には永住外国人
資格が与えられ，そのタイ生まれ子孫には 2008 年改正国籍法第 7 条 2 に基づいて国籍が付与さ
れる事になった 35。その他，表 1：＜ ID 番号の１桁目の数字の意味＞に記載される「0」で始ま
る ID 番号の者も滞在資格改善の対象となった。
但し，この 2012 年 9 月 26 日付内務省告示には，与えられた永住外国人資格やタイ国籍は，要
件非該当が発覚したり，国家安全保障または国益に反する行為，国民侮辱行為が認められたりし
た場合には取り消される可能性があると明記されている（Ratchakitchanubeksa Lem 129 Ton 
Phiset 177g Long nai Wan Thi 23 Prutsachikayon Phutthasakkarat 2555）。
 （3） 考察
1） 一連の「政策」を可能ならしめた要因について：対象とされた人々に焦点をあてての分析 
まず，上記 2. の 1） 2000 年の中央登録事務所規定は山地民登録のある者を対象とした。そして，
上記 2. の 2） 2000 年 8 月 29 日付閣議決定は，ミャンマー経由でタイへ入国した高地に住む山地
民などのうち，革命団布告 337 号の影響を受けた人々を対象に国籍付与するとした 36。また，上




保障上の問題として捉えられてきた。そして，1972 年に発布された革命団布告 337 号はその問
題意識を象徴するものであった。しかし，1992 年改正国籍法によって同布告 337 号は取り消され，
その影響は取り除かれるべきものとなった。ところが，閣議決定など内閣規定を要件とする法の
二重体制は，同布告 337 号の影響による国籍未取得者を多数残存させた。そのため，特に上記

















ながら帰国困難な状況にある移民，難民は，2005 年 1 月 18 日に閣議決定された「戦略」と称す
る「政策」によって，社会的に不安定な立場に置かれている人々として包括的に捉えられ，その













そして，以上のような 2004 年と 2005 年の「政策」にも拘わらず旧法（革命団布告 337 号）の






＞のとおり，2000 年以降の一連の「政策」結果である 2014 年の「6」または「7」で始まる ID
番号の者の人数は 204,221 人，「0」で始まる ID 番号の者の人数は 260,466 人であった。ID 番号
の意味は先述の表 1：＜ ID 番号の１桁目の数字の意味＞のとおりである。そして，「6」または「7」
で始まる ID 番号の者と「0」で始まる ID 番号の者の人数を合算して，2014 年の，タイ国籍未取
得で一時的滞在許可を受けている者の合計を算出すると 464,687 人となる 39。これを，1996 年当
時の合計 971,941 人 40 と比較すると，自然減他 41 を考慮しても大きく減少している事が確認され
タイにおける非合法入国者子孫と無国籍者への国籍付与のための政策 
57
る。これは，「6」または「7」で始まる ID 番号の者や ID 番号のなかった者が，永住外国人資格
または国籍を取得した事で「8」で始まる ID 番号へと替った事によるものであり，2000 年以降
の一連の「政策」の効果である 42。
② ID 番号が「00」で始まる，ミャンマー，ラオス，カンボジアからの労働目的非合法入国者
の数は，1996 年に約 320,000 人（Migration News 1996）であったものが 2014 年には 2,288,107









正国籍法（2008 年以降は 2008 年改正国籍法）第 7 条 2 または 2008 年国籍法第 23 条に基づいて
タイ国籍者となる者には，前述のとおり，後日の取消可能性の適用がある 45。


























そして，特に上記①に記載される，2005 年 1 月 18 日に文民出身のタクシン・チナワット（Thaksin 
Chinnawat）政権下で閣議決定された「戦略」と称する「政策」は，その後，2007 年に軍人出
身のスラユット・チュラーノン（Surayut Chulanon）政権下，2009年と2010年にアピシット・ウェー
チャチーワ（Aphisit Vechachiwa）政権 49 下においても再度閣議決定され，2012 年に文民出身
のインラック・チナワット（Yinglak Chinnawat）政権下で更に広い範囲に適用されるよう修正




















8 本稿では，山地民とは，タイの政府機関が行った統計において山地民（Chaw Khaw , Chumchon bon 
Pheunthisung, Bukkhol bon Pheunthisung）として分類されている人々であると定義する。例えば，
1996年と2014年の統計の出所がタイ国内務省地方行政局であれば，1996年の統計において山地民
（Chaw Khaw, Chumchon bon Pheunthisung）と表示されている人々，2014年の統計において山地民














社会福祉省人民支援局・山地民支援部（Krom Pracha Songkhuro Kong Songkhuro Chaw Khaw）の統計
による山地民人口は747,175人。内訳は，タイ国籍取得者が398,754人，タイ国籍未取得者が348,421











13 2005年1月の閣議決定に関して，片岡は12日と論じ（片岡 2013: 248），Phunthipは18日と論じている
が（Phunthip 2006: 50-51），同一の閣議決定である。  
14 サリット・タナラット（Sarit Thanarat）及びタノーム・キティカチョン（Thanom Kittikhachon）に
よる軍事政権下で発布された諸布告。
15 タイ語ではMatra 7 thawi，英語では Section 7 bis。
16 1913年の国籍法制定以前にタイ国籍という概念はなかったが，慣習法による“タイの人になる


















27 Khwamhenchop khong Khana Ratamontori




30 引用元はDr. Phunthip K. Saisoonthorn主宰の社会教育サイト中の解説。
31 正確には2008年発布国籍法の第23条。1965年国籍法本体に改正第4号の条文として導入されているた
め現状では第23条は2種ある事になるが，後方に第23条として記載されている。















る（CERD Committee 2012: 17）。これらに2014年の464,687人を照らし合わせると，「政策」の効果
は徐々に表れているとの表現が相応。
43 2008年2月13日発布の2008年外国人就労法（The Working of Alien Act, B.E.2551）。
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